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1.はじめに
47 
新株予約権制度に関して， 2006年 5月施行の会社法により，取得条項付の新株予約権付社債
の発行が可能となったω。それによれば，発行した新株予約権付社債の取得事由や交付財産を自
由に選択できるものの，募集事項を決定するときに，取得に関する条件を定めなければならなL、。
特に，選択する交付財産と取得の対価を明示することで，新株予約権付社債権者を保護すること
になるとされている。
会社法の施行後間もない 2006年には，日本郵船や凸版印刷などが，取得条項付の転換社債型
新株予約権付社債を発行したへ以後現在まで，転換社債型新株予約権付社債の発行時には，発
行要領の中で，取得条項が付けられることが主流になっている。なぜ取得条項付での発行が主流
となったのであろうか。
新株予約権の行使は，基本的に新株予約権者の意思により行われるので，発行会社が行使や償
還を強制することはできない。そこで，新株予約権付社債の発行要領において，発行会社による
取得に関する条件を定めておくことで，発行会社の意思による取得が可能となる。その結果，取
得条項に基づいて発行会社の意思による取得が可能となり，実質的に，行使・償還が発行会社の
意思により行われることとなるf九取得条項は，あらかじめ，発行要領の中で，発行会社が社債
権者に対して，取得条件を満たせば，発行会社の意思により取得が行われる可能性があることを
述べたうえで，取得の際には，交付財産が現金であるか，自社の株式であるか，あるいはその両
(1) 会社法第236条第l項第7号による。
(2 ) 田中 (2007)pp. 1-2及びp.llによる。
(3) 江尻・丹下 (2009)p.1による。
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方かといった選択を規定するものである。
日本では，新株f約権付社債の発行は，ほとんどすべてが転換社債型であり，前J!.!Sのように，
取得条項が付いているものが多い。本稿では，転換社債型新株予約権付社債の発行事例から，取
得条項の内容を確認し，条項に従って取得と消却が行われる場合の会計問題について，考察する。
なお，転換社債型新株予約機付社債の発行時の会計処理は， 日本の会計基準では，一括法と区
分法の選択適用となっているω。本稿では，転換社債型に関して，取得条項の付いた取得と消却
を検討する際，最初は一括法を前提に考察し，その後区分法を考察する。日本基準をベースに考
察したのちに，米国の企計基準と国際会計基準での考え)jも検討したい。
2. 日本の転換社債型新株予約権付社債の発行事例にみる取得条項の内容
本節では，実際の発行事例での取得条項から，取得と消却に関する記述を見たうえで，会計処
理を理論的に考察していきたL伊。
2.1.転換社債型新株予約権付社債の取得条件と取得の対価
転換社債型新株予約権付社債(以下，転換社債と記す〉の発行要領を見ると，多くの日本企業
が取得条項を設定している O 一般的に定められているのは，取得条件，取得の対価，及び期限で
あるO 取得条件とは，いったん発行した転換社債を企業が取得する際の条件である。一般的には，
自社の株式の時価(株価)が転換価額を上回ることが，取得条件とされている。このような場合，
転換社債の保有者は，転換して株式を取得する方が経済的に得な状況であるので，転換が選択さ
れやすいはずである。その状況で，発行企業は，転換されていない転換社債を取得することにな
る。取得条件について，逆に，株価が転換価格以下の場合札取得条項において，別途定められ
ることもある。
次に，取得の対価については，ほとんどの取得条項において，現金と自祉の株式の両方により
取得される予定とされている。取得金額は，どのように計算されるのであろうか。取得金額は，
取得条項で示される「転換価値」であり， I転換価値」とは，転換を想定した場合に発行される
株式数に，取得時の株式の時価を乗じた金額である。つまり，転換社債の取得金額は，取得時の
株式の時価に基づいて計算され，それに相当する現金と自社の株式の両方が取得の対価とされる
ケースが多L、。
なお，ほとんどの取得条項では，発行企業により， I転換社債を取得した場合には，同時に消
却する」旨が明記されている。
次に，取得条件の内で一般的である，株価が転換価額を上回る場合の取得条項について具体的
(4) 企業会計基準委員会 (2006)第36項による。区分法については，第38項による。
(5 ) 転換社債の発行時の取得条項に基づいて取得と消却が行われたケースとして，アサヒグループホール
ディングス(発行時の社名はアサヒビール)などが挙げられる。
( 183 ) 取得条項付転換社債型新株予約権付社債の会計問題 49 
にみてみよう。これは， I額面現金決済型」とよばれている。
2.2.株価が転換価額を上回る場合の取得条項ー額面現金決済型一一
前述のように，株価が転換価額を上回る場合，転換されやすい状況である。転換と同時にキャ
ピタルゲインを得るために，転換社債の保有者が，転換した株式を売却すると，売却金額は，転
換価値に等しくなるが，これが発行企業の取得金額に相当する。
株価が転換価額を上回る場合の取得条項は， I額面現金決済型」とよばれているが，具体的に
は，取得通知の直前の最終取引日の普通株式の株価が転換価額を上回るときを取得条件としてお
り，交付財産が現金と自社の株式の両方である。額面現金決済型の取得条項によれば，取得の際
の交付財産は， (i)額面金額の 100%に相当する金額及び， (日)転換した場合に発行されるであろう
新株の時価総額(転換価値に相当)から社債の額面金額相当額を差し引いた額を株価の平均値で
除して得られる数の自社の株式であると規定されている。また，取得した転換社債を消却するも
のとする。
したがって，現金と自社の株式の両方により取得される予定である場合，取得の対価の計算は
株式の時価に基づいて行われる。転換杜債のうち，現金が社債部分の取得に額面金額で充てられ
ることとなり，転換価値が額面金額を上回る部分が自社の株式で交付されることにより新株予約
権部分の取得に該当すると考えるのである。
くり返しになるが，株価が転換価額を上回る場合には，転換社債の保有者は転換を行いやすい。
それにもかかわらず転換が行われない場合，取得条項により，発行企業は，転換に該当する取得
を行うことができるのである。しかし，転換に相当する取得は，本来，取得の対価がすべて自社
の株式によらなければならないと思われるが， 日本企業の実際の取得条項の多くは，現金と自社
の株式の両方による。
2.3.株価が転換価額以下の場合の条項一一ソフトマンダトリー条項一一
いくつかの企業では，株価が転換価額以下の場合での取得が規定されており，それは， Iソフ
トマンダトリー条項」とよばれている。前述の額面現金決済型の取得条項が，株価が転換価額を
上回る場合に限定されるため，ソフトマンダトリー条項は，逆のケースの条項である。このソフ
トマンダトリー条項は，取得条項を規定するすべての企業によって設定されるわけではなL、。企
業によっては，株価が転換価額以下の場合には，取得条項を設定しないこともありうる。しかし，
最近では，額面現金決済型の取得条項を設定せず，ソフトマンダトリー条項のみを設定する企業
もある。
実際の転換社債の発行要領から，ソフトマンダトリー条項を見ると，取得条件は，取得通知の
直前の最終取引日の普通株式の株価が転換価額以下のときであり，交付財産は，現金と自社の株
式の両方であることがほとんどである。株価が転換価額以下である場合，転換社債の保有者は転
換を行わない。条項では，発行企業による転換社債の取得の際の交付財産は，0)転換した場合に
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発行されるであろう数の自社の株式及び， (副社債の額面余額相当額から(i)の株式数に株価の平均
値を乗じて得られる額を差し引L、た額に相当する現金であると規定されている。
ソフトマンダトリー条項では，自社の株式と現金の両方により取得される予定である場合，取
得金額はどのように計算されるのであろうか。取得金額は，額面決済型の取得条項のケースと同
様に，転換を仮定した場合に発行される自社の株式の時価(転換価値)であるが，ソフトマンダ
トリー条項では，株価が転換価額以下である場合の条項なので，この転換価値が社債の額面金額
に達していないと考えられている。したがって，このような転換価値が，額面金額を下回る分を，
発行企業による取得の|擦には，自社の株式に追加して，現金で5支払うことになる O
前述のように，株価が転換価額以下である場合，転換が行われることはほとんど考えられない。
もし，この状況下での取得条項がない場合，転換社債の保有者は，償還日を待たなければならず，
ほとんどが転換されない状態である。したがって，額面現金決済型の取得条項の性質とは大きく
異なると言え忍。その意味で，ソフトマンダトリー条項のもと，発行企業による転換社債の取得
が自社の株式ぞ対価として行われでも，株価が転換価額を上回るときに行われる「転換」とは，
同質であるとはいえないと思われるO
2.4. 取得の対価と取得条項の内容の分類
上で見たように，転換社債の実際の発行事例における取得条項の多くにおいて，取得の対価は
現金と自社の株式の両方である。しかし，取得の対価は，理論的には，現金の場合，自社の株式
の場合，そして現金と自社の株式の両方の場合というように 3つのケースを分けて考えることが
可能であり，転換社債に関する日本の会計基準においても，そのような分類で規定されているω。
例えば，現金による取得を行い消却したケースは，繰上償還に相当し，自社の株式による取得
を行い消却したケースは，転換に相当するように思える。次節以降では，発行した転換社債の取
得と消却に関する会計処理を考える際に，この類似性が存在するのか考察したL、。しかし，前述
したように，株価が転換価額以下である場合のソフトマンダトリー条項に基づく取得と消却は，
転換とは区別されると，思われるので，株価が転換価額奇上回るケースに限定して，転換との類似
性を考察することになるであろう。その後，現金と自社の株式の両方の場合を考える。
また，転換社債の発行時に示される取得条項のほとんどは，取得と同時に消却することとされ
ている。しかし，本稿では，最初に，取得と消却を分けて考えるので，転換社債の発行時点で取
得と同時に消却するこどが明らかにされていないケースについても考察する。
3.取得の対価が現金の場合一繰上償還と比較してー
はじめに，取得の対価が現金である場合の取得と消却を考えるヘ転換社債の取得と消却にお
(6 ) 企業会計基準委員会 (2007)第23項による。また，第45項一第53項を見よ。
(7) 企業会計基準委員会 (2007)第23項(1)による。
( 185) 取得条項付転換社債型新株予約権付社債の会計問題 51 
いて，取得段階では，自己株式と同様に自己社債の取得として処理され，負債である転換社債は
消去されない。取得後に消却されて初めて，転換社債が消去されるため，この時点、で繰上償還に
相当する処理が行われるはずである。そこで，取得時には自己社債の取得金額を計算するが，消
却時に消去されるのは，転換社債の帳簿価額であるため，両者が異なる場合には差額が生じるこ
とになる。
例えば，額面現金決済型の取得条項にしたがって，発行済みの転換社債(額面が 1，000，000，000
円)を，発行企業が，取得条項に基づいて 1，000，000，000円で取得し，直後に消却したとする。
なお，転換社債の発行時には，打歩で発行されており，消却時の転換社債の帳簿価額が額面と等
しくない場合を想定する。
転換社債の発行時の会計処理は， 日本では，新株予約権と社債部分とに区分される区分法と一
括法の選択適用である(九日本の実務では一括法が主流であるため，一括法を中心に考えてみた
L 、。
3.1.取得時の会計処理
転換社債の取得時には，自己社債を取得金額で計上する。一括法では，自己転換社債となるが，
同じ自己社債として扱われる。
区分法で処理した場合には，取得金額を発行時の社債部分と新株予約権の金額に割り当てたう
えで，自己社債の取得と自己新株予約権の取得を処理する。
取得の段階では，負債としての転換社債は残っている。なお，区分法の場合も，社債部分が負
債に残り，新株予約権が純資産の部に残る。
3.2.消却時の会計処理一一取得と同時に消却することが明らかではないケース一一
社債については，取得に続いて，消却が行われた時点で繰上償還が行われたとみなすことがで
きる。そこで，負債としての転換社債が消去されるとともに，自己転換社債が消去される。
一括法の場合，取得時点は，転換社債は帳簿価額で計上され，自己転換社債は取得金額で計上
されているが，消却時点で両者が消去される際に差額が生じていれば，損益が計上される。つま
り，消却に伴う損益が計上されるが，この消却が繰上償還と同一であるなら，償還損益と同じも
のとみなすことになる。
区分法の場合も，負債としての社債部分と純資産である新株予約権が消去される。その際，社
債部分の簿価と自己社債の取得金額の差額だけではなく，新株予約権の簿価と自己新株予約権の
取得金額の差額も，消却に伴う損益として計上される。消却時点で，負債としての社債部分が消
去されるので，繰上償還と同様に処理されるとみてよい。自己新株予約権は，消却されてはじめ
て，新株予約権とともに消去される。
(8 ) 企業会計基準委員会 (2006)第36項及び第 112項による。
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3.3.取得と周時に消却することが事前に明らかであるケース
前述のように，転換社債の発行要領における取得条項では，転換社債を取得と同時に消却する
ように定められていることがほとんどである。取得と同時に消却することが取得条項に規定され
ているのであれば，転換社債の発行時にそのことが事前に明らかであるということである。ここ
では，取得と消却のそれぞれの処理を合算すると， I取得と同時に消却される場合の処理」が示
せると思われる。消却は，結果的に繰上償還と同じ処理であるので，取得と同時に消却を行った
場合には，同様に，繰上償還と同ーとみなせるf的。
つまり，一括法では，取得時の転換社債の取得金額での計上は，消却時の自己転換社債の消去
により，相殺されることになる。その結果，負債としての転換の帳簿価額が消去されるが，自己
転換社債の取得金額との差額が，償還(消却〉損益として計上される。
前述の設例において，取得と同時に消却を行った時点の転換社債の帳簿価額が 1，040，000，000
円であるとすると，一括法で処理した場合，取得金額が額面に等しい 1，000，000，000円であるな
ら以下のようになる。
(一括法)転換社債 1，040，000，000 現金 1，000，000，000 
償還(消却)益 40，000，000 
区分法では，取得時の自己社債の取得金額での計上は，消却時の自己社債の消去により，相殺
されることになる。また，取得時の自己新株予約権の計上も，消却時の自己新株予約権の消去に
より相殺される。その結果，負債としての社債部分の帳簿価額と新株予約権の帳簿価額がともに
消去されるが，自己社債の取得金額と社債部分の帳簿価額の差額，そして自己新株予約権の取得
金額と新株予約権の帳簿価額の差額が償還(消却)損益として計上される。前述の設例において，
額面と異なる金額 1，100，000，000円で発行された転換社債を区分処理した場合に，社債部分が額
面に等しL、1，000，000，000円として割り当てられ，新株予約権が 100，000，000円として割り当てら
れたとする。取得と同時に消却する場合，取得金額が額面に等しL、1，000，000，000円であるとす
ると，区分法では以下のように処理される。
(区分法)社債 1，000，000，000 現金 1，000，000，000 
新株予約権 100，000，000 償還(消却〉益 100，000，000 
この設例では，区分法の場合，自己社債の取得金額と社債部分の帳簿価額が等しいゆえ，両者
に差額はないので，自己新株予約権の取得金額と新株予約権の帳簿価額の差額が償還(消却〕損
益として計上される。このように，転換社債の発行時に，一括法と区分法のいずれの方法で処理
するかで，社債の帳簿価額が異なるので，取得と消却を同時に行った場合の償還(消却〉損益も
異なるのである。
(9 ) 企業会計基準委員会 (2007)第 23項(1)では，発行企業が，取得した転換社債を取得と同時に消却し
た場合には，自己社債と負債としての社債が消滅するため，繰上償還する場合に準じて処理すると述べ
られている。
( 187) 取得条項付転換社債型新株予約権付社債の会計問題 53 
4.取得の対価が自社の株式の場合一転換と比較してー
次に，取得の対価が自社の株式である場合を考えてみたい(ヘ取得の対価が現金である場合を
参考に，取得と消却の処理を考えるが，株式の発行と引換えに転換社債を取得・消却することは，
転換に相当するのであろうか。
転換とは，転換社債の保有者の意思により，発行時に定められた転換条件に基つ'いて転換請求
が行われるものであるので，取得条項にあるような，発行企業の意思による取得・消却とは異な
るものと考えられるであろう。転換の際，転換社債とひきかえに，自社の株式が発行されるため，
転換時は，払込資本が増加するとともに，負債としての転換杜債の帳簿価額は消去されるが，払
込資本の増加金額と消去される転換社債の帳簿価額とは等しいとされる。なぜなら，払込資本の
増加時に損益は計上されないからである。このように，転換時には，自社の新株が発行されるが，
払込資本の増加金額は新株の時価ではなく，転換社債の帳簿価額である〈ヘ
他方，取得条項に基づいて取得された場合はどうであろうか。例えば，前節と同じように，額
面が 1，000，000，000円の転換社債を，取得条項に基づいて，当該転換社債に付された新株予約権
の目的である自社の株式の数を交付することによって取得したものとする。その際，取得金額は，
自社の株式を交付したときの株価に，交付した株式数を乗じた金額(転換価値)であると考えら
れる(l九つまり，ここでは，払込資本の増加金額は新株の時価であるため，転換社債の帳簿価額
に等しいとは隈らないのである。なお，前述のように，転換のときには，払込資本の増加金額は，
会計基準上，新株の時価ではなく，転換社債の帳簿価額である。転換の場合，払込資本の増加と
同時に，転換社債は消去される。
もし，取得と消却が同時に行われるなら，転換と同様に，転換社債の消去と払込資本の増加が
同時であるといえるかもしれない。しかし，本稿では，取得と消却とを分けて考察し，転換との
違いにも考慮する。
4.1.取得時の会計処理
前述のように，現金による取得の場合，自己転換社債を取得金額で処理していた。株式発行の
場合は，自己転換社債の取得金額は発行される株式の時価になるであろう。株式発行なので払込
資本が増加する。さらに，払込資本の増加は新株の時価に等しく，自己杜債の取得金額にも等し
い。負債としての転換社債は，消却されるまでは消去されないことになる。
(10) 企業会計基準委員会 (2007)第23項(2)による。
(11) 企業会計基準委員会 (2007)第四項と第42項による。米国の会計基準も同様であり，その点につい
ては， AICPA (1973)及び名越(1996)を参照されたい。
(12) 企業会計基準委員会 (2007)第23項(2)②によれば，取得の対価となる自社の株式の時価と取得した
転換社債型新株予約権付社債の時価のうち，より信頼性をもって測定可能な時価に基づいて払込資本を
計算するという。
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以上より，一括法の場合，取得時は自己転換社債の取得が認識されるが，その金額は，払込資
本の増加金額に等しL、。
区分法の場合，自己社債の取得と自己新株予約権の取得が認識されるが，両者の取得金額の合
計は，払込資本の増加金額に等しくなる。なお，取得金額は， 自己社債と自己新株予約権に割り
当てられて認識される。
したがって，一括法も区分法札払込資本の増加金額は，新株の時価に等しい。
4.2.消却時の会計処理 取得と同時に消却することが明らかではないケース
取得後に消却された場合，その時点で，負債としての転換社債が消去される。一括法の場合，
転換社債の帳簿価額が消去され，取得金額で計上された自己転換社債も消去される O 取得金額は
発行した新株の時価に等しいが，消却時の転換社債の帳簿価額に等しいとは限らないため，差額
が生じることもある。その差額は，消却損益として計上される。
区分法の場合は，社債部分の帳簿価額と新株予約権を消去し，自己社債と自己新株予約権の取
得金額も消去される。前述のように， 自己社債と自己新株予約権の取得金額の合計は，取得時に
発行された株式の時価に等しいが，取得金額の合計は，消去[1時の社憤部分の帳簿価額と新株予約
権の合計に等しいとは限らないので，一括法の場合と同様に，差額が生じる乙ともある。この差
額も，消却損益として計上される。
区分法で消去される，消却時の社債部分の帳簿価額と新株予約権の合計は，一括法で消去され
る消却時の転換社債の帳簿価額とは，一致しない。他方，転換社債の自社の株式による取得金額
は，一括法であれ，区分法であれ，同じ金額である。したがって，帳簿価額が異なる分，一括法
と区分法とでは，計上される消却損益が異なるのである。しかし，いずれにせよ，取得と消却を
分けて処理すると，昔、込資本の増加時に損益は発生しなL、。払込資本は消却に先立つ取得時に増
加し，増加金額は発行した株式の時価であった。
それに対して，転換の場合はどうであろうか。転換では，株式が発行されるとき，つまり払込
資本が増加するときと，社債が消去されるときが同時である。つまり，払込資本が増加する取得
時と，社債が消去される消却時とが同時であるケースが，転換であるともいえる。前述のように，
転換の場合には，払込資本の増加金額は，発行した株式の時価ではなく，転換社債の帳簿価額で
ある〈日〕。このような場合，払込資本の増加時に，損益は計上されなし、(]4)。取得条項で多くみられ
る「取得と同時に消却する場合」と転換は同じものであろうか。
以上の議論は，実際の取得条項で見られたように，株価が転換価額を上回るケースを想定して
L 、た(同。このケースでは，転換社債の保有者は転換を選択するので，自社の株式による取得・消
(13) 企業会計基準委員会 (2007)第19項及び第42項による。
(14) 企業会計基準委員会 (2007)第42項を参照せよ。
(15) 企業会計基準委員会 (2007)第23項iこ取得条項付転換社債型新株予約権付社債の発行者側の処理が
規定されているが，自社の株式の市場価格が転換価格を上回る場合において取得する時に限定している。
さらに第49項を参照のこと。
( 189 ) 取得条項付転換社債型新株予約権付社債の会計問題 5 
却と転換との共通点や相違点を議論することができる。しかし，ソフトマンダトリー条項のよう
に，株価が転換価額以下の場合に取得される場合には，転換社債の保有者が転換を選択すること
があり得ないという意味で，経済的な状況が転換とは全く異なる (6)。このように，経済的な実質
が転換とは異なる場合には，あらかじめ取得と消却を同時に行うことが明らかであっても，取得
と消却を区分して考えることになる。すなわち，消却時の払込資本の増加金額は新株の時価に等
しくなる。
以下では，取得と同時に消却することが事前に明らかであるケースについて，株価が転換価額
を上回る場合とそうではない場合とに分けて考えてみよう。
4.3.取得と同時に消却することが事前に明らかであるケース
現金による取得と同様に，株式による場合も，上記の取得と消却の 2本の処理を合算すると，
自己転換社債の取得は，消却時には消去されるため，相殺される。その際，払込資本の増加は株
式の時価に等しく，転換社債の帳簿価額との差額が消却損益として計上される。ここでは，取得
と消却を同時に処理するため，払込資本が増加すると同時に，消却損益が発生する。前述の設例
では，転換社債の帳簿価額が 1，040，000，000円であった。発行した自社の株式の時価が
1，080，000，000円であるとすると，自社の株式による取得と消却が同時に行われる場合には，一括
法では以下のように処理される。
(一括法〉転換社債 1，040，000，000 払込資本 1，080，000，000 
消却損 40，000，000 
区分法においても，自社の株式による取得と消却が同時に行われる場合，前述の設例により，
同様に処理できる。
(区分法)社債 1，000，000，000 払込資本 1，080，000，000 
新株予約権 100，000，000 消却益 20，000，000 
しかし， 日本の会計基準を見ると，転換社債の発行時に取得条項において， r発行企業が転換
社債の取得時に同時に消却する」ことがあらかじめ示されている場合，かっ，その取得条項に基
づき取得と同時に消却が行われた場合，転換に準じて処理を行うと規定されている~Cl口へ7
払込資本の増加金額を，転換社債の取得金額に相当する自社の株式の時価 1，080，000，000円では
なく，転換社債の帳簿価額 1，040，000，000円とするのである。
取得と同時に消却することが，発行要領であらかじめ示されている場合， 2本の仕訳を l本に
合算するだけではなく，転換が行われたことと同じにみなし，払込資本の増加金額は転換社債の
帳簿価額 1，040，000，000円に等しくなければならないとしているのである。一括法では以下のよ
うになる。
(一括法)転換社債 1，040，000，000 払込資本 1，040，000，000 
(16) 企業会計基準委員会 (2007)第50項を参照のこと。
(17) 企業会計基準委員会 (2007)第23項(2)①及び第48項による。さらに設例2を参照のこと。
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区分法でも， 日本の会計基準に従うと，発行要領であらかじめ取得と同時に消却されることが
示されている場合，転換と同じように処理されるため，以下のように処理される。
(区分法〉社債 1，000，000，000 払込資本 1，100，000，000 
新株予約権 100，000，000 
上記の処理は，発行要領における取得条項において， I取得と同時に消却すること」が示され
ている場合であり，株価が転換価額を上回る場合という条件が付けられるときに限定される。そ
れ以外の場合は，取得と消却が周時ではないので，両者を分けて処理すると考えるか叩，同時で
あってもソフトマンダトリー条項のように株価が転換価額以下である場合の取得と消却は転換と
は経済的実質が異なるとみるので(19) 取得時に認識される払込資本の増加金額は，新株の時価に
等しいと考えられる (2九このように，取得と消却が同時に行われるケースと転換との共通点と相
違点から見て，以上の考え方は一貫しているものと思われる。
次に，転換社債の発行要領において，ほとんどの取得条項で定められている「取得の対価が現
金と自社の株式の両方による場合」においても，この考え方が貫かれるかを確認していきたい。
5.取得の対価が現金と自社の株式の両方の場合
すでに 2.でみたように，実際の取得条項の多くは，取得の対価が，現金の支払の部分と自社
の株式の部分の両方になるように規定されている。取得・消却に関する会計処理はどのように考
えられるのであろうか。
まず，取得時には自己転換社債の取得として処理するが，取得金額は，現金の支払金額と発行
される新株の時価の合計であると考えられる (21)。ほとんどの取得条項では，取得の対価が現金と
自社の株式の両方であり，株価が転換価額を上回る場合に限定した額面現金決済条項である。
2.2.で述べたように，転換社債の取得金額を，株式の時価に基づいて計算したうえで，そのうち，
額面に等しい金額を現金で支払うとし，取得金額が，額面を上回る分については，自社の株式に
よって支払われる形となる。実際の取得条項付転換社債の発行事例の多くは，額面発行か打歩発
行であるが，ここでは打歩発行を例とする。
(数値例〉額面 1，000，000，000円の転換社債を，取得条項に基づいて，現金と自社の株式の両方
を対価として取得するものとする。取得の際，対価として現金 1，000，000，000円と新株(時価に
して 80，000，000円)を交付した。このときの転換社債の帳簿価額は 1，040，000，000円とする。な
お，区分法の場合は，社債部分 1，000，000，000円と新株予約権部分 100，000，000円に分けられるも
のとする(発行価額は 1，100，000，000円とする〉。
(18) 企業会計基準委員会 (2007)第23項(2)②及び第49項による。
(19) 企業会計基準委員会 (2007)第23項(2)②及び第50項による。
(20) 企業会計基準委員会 (2007)第23項(2)②，第49項及び第50項による。
(21) 企業会計基準委員会 (2007)第23項(3)及び第51項による。
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5.1.取得時の会計処理
現金の支払額 1，000，000，000円と新株の時価80，000，000円が明示されているので， 自己転換社
債の取得金額をその合計 1，080，000.000円として，取得の処理が可能である。なお，区分法の場
合は，取得金額 1，080，000，000円を，自己社債と自己新株予約権とに割り当てる。
新株の時価 80，000，000円については，払込資本の増加として認識する。
5.2.消却時の会計処理一一取得と同時に消却する二とが明らかではないケース一一
消却時には，一括法の場合，負債としての転換社債の帳簿価額 1，040，000，000円が消去され，
取得時に計上された自己転換社債 1，080，000，000円が消去される。両者に差額が斗:じた場合，消
却損益が計上される (2九この数値例では，消却損40，000，000円である O
なお，区分法の場合は，負債としての社債部分の帳簿価額と純資産に計上された新株予約権が
消去され，取得時に計上された自己社債と自己新株予約権の取得金額(その合計は，一括法の自
己転換社債の取得金額 1，080，000，000円に等しい〉も消去される。社債部分の帳簿価額
1，000，000，000円と新株予約権 100，000，000円の合計金額1，100，000，000円は， 自己転換社債の取得
金額 1，080，000，000円に等しくないので，消却雑20，000，000円が計上される。
このように，ー措法では，負債としての転換社債の帳簿価額は 1，040，000，000円であり，区分
法では，社債部分の帳簿価額 1，000，000，000円と新株予約権に割り当てられた金額 100，000，000円
の合計が 1，100，000，000円となるので，消却損益の金額が一括法か区分法かで異なる。
5.3.取得と同時に消却することが事前に明らかであるケース
もし，取得と同時に消却することが事前に明らかである場合には，上記の取得と消去1]の処理を
合算するので，現金の額面金額分の支払 1，000，000，000円を認識し，発行した新株の時価
80，000，000円を払込資本の増加として認識したうえで，負債としての転換社債の帳簿価額
1，040，000，000円を消去するど考えられる。区分法の場合は，負債としての社債部分 1，000，000，000
円と純資産に計上される新株予約権 100，000，000円が消去される。前述したように，取得・消却
時において，区分法における社債部分の帳簿価額と新株予約権の合計は，一括法での転換社債の
帳簿価額と等しいとは限らないので，取得と消却が同時に行われた時の損益として計上される金
額は異なる。また，取得と消却が同時に行われるため，取得時の払込資本の増加と消却時の損益
の発生が同時となっている。
以上より，取得と消却が同時に行われた場合の一括法とほ分法の処理は以下のようになる。
(一括法〉転換社債 1，040，000，000 現金 1，000，000，000 
消却損 40，000，000 払込資本 80，000，000 
(2) 企業会計基準委員会 (2007)第23項(3)，第51項，設例か1を参照せよ。
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(区分法)社債 1，000，000，000 現金 1，000，000，000 
新株予約権 100，000，000 払込資本 80，000，000 
消却益 20，000，000 
現金と自社の株式の両方を対価とする場合には，取得金額は自社の株式の数に基つ*き算定され
た時価であり，正確には転換価値に等しいはずであり，転換価値とは，転換を仮定した場合に発
行する株式数に取得・消却時の株価を乗じた金額である。しかし， 日本の会計基準では，発行要
領における取得条項に， r取得金額が転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の目的
である自社の株式の数に基づいて算定された時価℃ある己とJ，r現金の交付がすべて社債部分の
取得に充てられ， 白祉の株式の交付がすべて新株予約権の取得に充てられることJ，そして「取
得と同時に消却すること」が示されている限り，取得と消却を同時に行った場合，転換と同じよ
うにみなすとされている制。すなわち， 日本の会計基準では，このケースに限り，発行した新株
の時価を無視し，転換社債の帳簿価額に基つeいて処理するので，払込資本の増加時に損益が発生
しなL、。
払込資本の増加金額を，転換社債の帳簿価額に基づいて処理すると，どのようになるのであろ
うか。まず，一括法の場合は，負債としての転換社債の帳簿価額 1，040，000，000円そ消去するが，
現金の支払金額が 1，000，000，000円であると決まっているので，差額が40，000，000円となり， こ
れを払込資本の金額とすると，損益は一切生じなL、。数値例では新株の時価は 80，000，000円であ
るとされたが，この数値を無視するのである刷。
(一括法〉転換社債 1，040，000，000 現金 1，000，000，000 
払込資本 40，000，000 
区分法の場合は，社債部分の帳簿価額 1，000，000，000円と純資産に計上された新株予約権
100，000，000円を消去するが，現金の支払額 1，000，000，000円との差額が 100，000，000円となり，こ
れが払込資本の金舗であるとすると，損後が生じな L、。やはり，数値例での新株の時価
80，000，000円を考慮しないのである。
(区分法)社債 1，000，000，000 現金 1，000，000，000 
新株予約権 100，000，000 払込資本 100，000，000 
以上より，転換社債の帳簿価額に基づいて，払込資本の増加金額を算定するため，前述のよう
に，交付した新株の時価は一切考慮されない。また，払込資本の増加金額は，一括法では転換社
債の帳簿価額であり， lポ分法ではそれとは異なる社債部分の帳簿価額と新株予約権部分の計上金
額の合計であるが，転換と同様に，両方法では一致しない。
他方，上記の取得・消去1を転換と同様にみなすための条件を満たさない場合，取得時にあらか
(23) 企業会計基準委員会 (2007)第23項(3)及び第52項による。この点について，田中 (2007)によれば，
現金と自社の株式を対価とする場合に，自社の株式のみを交付する転換と経済的実質が同一であるかを
問題にしている。
(24) 企業会計基準委員会 (2007)第23項(3)，第52項，設例3-2を参照せよ。
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じめ消却が決まっている場合であっても，取得と消却を分けて処理することになる。つまり取得
時に自己転換社債の取得を処理し，払込資本の増加金額は，新株の時価と現金支払額の合計に等
しくなる制。その結果，消却の際に，損益が発生する。
なお， 4.3.で述べたように，取得が自社の株式による場合に，株価が転換価額以下のときに取
得と消却が同時に行われた時には，転換と経済的実質が異なることから，取得と消却を分けて処
理することになっていた(26)。同様に，現金と自社の株式の両方による取得の場合も，株価が転換
価額以下のときには，取得と消却が同時に行われでも，転換社債の帳簿価額に基づいて処理する
ことはなく，発行した株式の時価を払込資本とする〈ヘ 2.3.で述べたように，株価が転換価額以
下の場合の条項は，ソフトマンダトリー条項であり，それに基づく取得では，株式の時価に基づ
く転換価値は，額面金額を下回ることになる。現金と自社の株式の両方による取得では，転換価
値が額面金額を下回る分を現金で追加して支払うことになる。したがって，株価が転換価額以下
のとき，取得金額は額面金額に等しくなり，取得時の払込資本の増加金額は，転換価値に等しい。
6.米国基準と国際基準でみられる一部あるいは全部が現金決済される転換社債
の会計
米国でも，すべてが株式発行により転換される転換社債の他に，転換時に一部あるいは全部が
現金で決済される (cashconversion)転換社債が存在する。このようなタイプの転換社債の場
合，発行企業は，転換時に，株式以外に現金を支払う形となる。また，国際会計基準においても，
複合金融商品の規定の中に，株式以外で決済することができる場合について定められている側。
日本の取得条項付転換社債と比較してみたい。
6.1.米国基準と国際基準でみられる転換社債の種類
一一株式決済型，現金決済型一部現金決済型」一一
米国基準と国際会計基準の転換社債の会計については，筆者の過去の研究において，現金決済
に関する条項がまったくないケースをとりあげてきた倒。会計基準上も，米国のAPB意見書第
14号では，発行された転換社債が転換される時には，株式の発行で対応するものとされていた。
そのような転換社債の発行時の処理に関しては，かつて，一括法か区分法かの議論をへて，米国
では一括法が中心とされ，国際会計基準では複合金融商品として区分法で処理されるものとされ
ていた。
ここでは，株式発行による転換を「株式決済J(stock con version)とよび，現金支払による
(25) 企業会計基準委員会 (2007)第23項(3)，第51項，設例3-1を参照せよ。
(26) 企業会計基準委員会 (2007)第50項による。
(27) 企業会計基準委員会 (2007)第53項による。
(28) IASB (2003) para.31による。詳しくは， Ramirez (2015) p.571 を参照のこと。
(29) 名越(1996)及び名越 (1999)を参照のこと。
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転換を「現金決済J(cash conversion)とよぷ。さらに，株式と現金の両方を組み合わせた決
済を「一部現金決済型J(settlement partially in cash upon conversion)というように位置づ
ける。
このうち，米国を中心に国際基準でもみられる「一部現金決済型」の転換社債は，日本の取得
条項と非常に似ており，現金と自社の株式の組み合わせによる取得と消却に該当する。しかし，
米国基準と国際基準では，決済の方法について，発行企業と転換社債の保有者のいずれかの選択
によることを発行要領で規定することが可能であるが， 日本の取得条項では，発行企業側による
選択とされる。
米国のこのような「一部現金決済型」の転換社債に関する会計基準上の考え方は，緊急問題専
門委員会 (EmergingIssues Task force: EITF)での数年間の議論f制そへて，米国 FASB職員
公報 (StaffPosition)においてまとめられた(3九そこでは， APB意見書第 14号での転換社債
が全部株式決済型とされ， I一部現金決済型」の転換社債とは区別されている。まず，従来の転
換社債である全部株式決済裂との区別に注意しながら，払込資本の増加金額の問題を中心にみて
いきたい。
6.2.米関FASB職員公報の転換社債の会計の通用範聞と内容
米国 FASB職員公報での転換社債は，転換時に，一部あるいは全部が現金で決済される可能
性のあるものを対象としている。適用範囲は，発行要領において当初から転換条件としてその点
が規定される転換社債である制。さらに，これにあてはまる転換社債は，一括法も認めていた
APB意見書第 14号とは異なり，発行時に区分法により処理されるべきであるとされている【3九
転換社債の発行時の区分法の適用をめぐる米国の議論については， APB意見書第 14号や筆者
の過去の研究に詳しい〈叫が，今回の一部あるいは全部が現金で決済される可能性のある転換社
債の区分法に関する議論については，別稿でとりあげたい。本稿では，決済における払込資本の
増加金額に注目する。
米国 FASB職員公報では，適用対象である転換社債の決済時に，発行企業は，社債部分を償
還し，区分された新株予約権部分(米国では転換権とよぷ:con version option)を取得するこ
ととなり，転換社債の取得金額は両者に割り当てられることになるという (35)。そこでは，決済方
法が現金決済型か，株式決済型か，現金と株式の両方である「一部現金決済型」かを問わずに，
(30) EITF Issue NO.90-19によって問題提起され， 1991年に議論された後は取り上げられなかった。そ
の後， 2003年と 2006年に， EITF Issue NO.03-7が議論され， 2007年に EITFIssue No.07-2が議
論された後に， F ASB (2008)へとつながった。公開草案までの過程を研究したものとして，田中
(2007) pp. 9-10及び山田 (2008)pp. 84-92がある。
(31) F ASB (2008)による。
(32) F ASB (2008) para.3による。
(33) F ASB (2008) para.6による。
(34) 特に，名越(1999)pp.150-153を参照のこと。
(35) F ASB (2008) para.20による。
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転換社債の保有者に移転される取得の対価の公正価値を測定し，その公正価値を，社債部分と新
株予約権部分とに配分することになり，配分の際，転換時の社債部分の公正価値の比率に応じて
行うべきであるという制。新株予約権部分に配分される金額は，移転された公正価値から社債部
分に割り当てられる金額を差しヲI~、て計算される。
なお，一部あるいは全部が現金で決済されても，社債部分は消去，すなわち償還されると考え
られるので，帳簿価額は消去され，新株予約権部分も消去される。その際，社債部分の公正価値
と帳簿価額は等しくはないので，その差額が決済損益(日本での消却損益)として計上されると
考えられる問。
米国 FASB職員公報の適用対象である，一部あるいは全部が現金決済される可能性のある転
換社債は，現金決済に関する条件が転換社債の発行時に提示されるという点で，日本での取得条
項付転換社憤に似ている。しかし，上で見たように，現金決済の可能性のある転換社債は，米国
では決済 (settlement)を転換 (conversion) とよび，現金決済 (cashconversion or settle-
ment in cash upon conversion)であっても，転換あるいは償還 (extinguishment)とよんで
いる。このような転換社債は発行時には区分法で処理主れることが規定され，転換(決済，償還)
時には，転換社債の公正価値や社債部分の公正価値をベースに処理が行われている。特に現金と
株式の両方による決済の場合，払込資本の増加金額は発行する株式の時価に等しく，決済時には
損益が計上される倒。他方，現金決済の可能性があるものの，結果的にすべて株式決済が行われ
た場合も，発行した株式の時価を払込資本の増加金額とし，決済時に損益が計f:される (39) すな
わち，米国では，現金決済の可能性がある転換社債は，転換時に帳簿価額ではなく，時価に基づ
いて処理する点で， 日本の取得条項付転換社債と大きく異なるのである。
なお，国際会計基準では，転換社債のうち，一部でも現金決済の可能性がある場合，転換権に
該当する部分(コール・オプション)は，負債に含まれ，社債部分とは区分されるという刷。負
債とされた転換権は，非資本性のデリパティブとして，毎期時価評価されると規定されているが，
この点については，別稿で論じたL、。
7.おわりに
本稿では，現在の日本の転換社債の発行の主流ともいえる取得条項付転換社債型新株予約権付
社債について，取得と消却の処理を中心に，繰上償還や転換と比較してきた。実際の発行例を見
ながら，会計基準を解釈すると，株価が転換価額をよ回るケースとそうでないケースとを区別す
(36) F ASB (2008) para.21による。
(37) F ASB (2008) para.21 による。
(38) F ASB (2008) para.A9による。
(39) F ASB (2008) para.Allによる。
(40) IASB (2003) para.31及びpara.AG33を参照のこと。さらに， Ramirez (2015) p. 571， p.583， p.586 
p.589を参照のとと。
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る考え方については，一定の合理性があると思われる。
発行した転換社債の取得と消却を同時に行う場合，あらかじめ発行時点で取得と消却が同時に
行われることが明らかであることを意味するが，株式による取得・消却は，転換と経済的実質が
同じであると見るという，会計処理に関する整合性は解釈できた。しかし，現金と自社の株式に
よる取得と消却の場合に，転換と経済的実質が同じと見るべきかについては， 日本の会計基準を
説明することは可能であったが，発行する新株の時価を無視するとはいえ，転換と閉じかどうか
疑問が残った。
米国を中心に，国際的にみて，日本の取得条項付転換社債と似たものとして，現金決済の可能
性のある転換社債があるが，これは通常の転換社債とは区別され，発行時に区分法による処理が
義務付けられ，決済時は時価をベースとした処理である。すなわち，転換社債の発行時点で，一
部でも現金決済の可能性があると発行要領に定められれば，米国では，それに従った取得・消却
は，転換と異なる経済的実質とみなすことになる。また，国際会計基準でも，転換権が負債とさ
れる区分法が適用されるなど，一般的な全部株式決済型の転換社債とは異なる処理である。その
点については，今後の課題としたL、。
日本でも，以前発行された取得条項付転換社債について，取得と消却を行うケースが増えてき
た。転換が転換社債の保有者の選択によって行われるのに対して，取得・消却が発行企業の選択
でできるとL寸点も，転換と経済的実質が同じであるかの判断に影響するのかについて，今後も
考察していきたL、。
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